
サービス付き高齢者向け住宅の登録制度の概要

ハード ○床面積は原則２５㎡以上

○構造・設備が一定の基準を満たすこと

○バリアフリー構造であること（廊下幅、段差解消、手すり設置）

サービス ○必須サービス：安否確認サービス・生活相談サービス

※その他のサービスの例：食事の提供、清掃・洗濯等の家事援助

契約内容 ○長期入院を理由に事業者から一方的に解約できないこととしてい
るなど、居住の安定が図られた契約であること

○敷金、家賃、サービス対価以外の金銭を徴収しないこと  等

【登録基準】　

【入居者要件】

・60歳以上の者　又は要支援・要介護認定者　　等

【併設施設】

診療所、訪問看護ステーション、
ヘルパーステーション、
デイサービスセンター　　など

サービス付き高齢者向け住宅

○バリアフリー化や居住者への生活支援の実施等の基準を満たす住宅について都道府県等が登録を実施。
※サービス付き高齢者向け住宅の登録制度は、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」（高齢者住まい法）の改正により、平成23年10月に創設

○料金やサービス内容など住宅に関する情報が事業者から開示されることにより、居住者のニーズにあった
住まいの選択が可能。

戸数 254,747戸

棟数 7,600棟

【登録状況（R2.3末時点）】

住み慣れた環境で必要なサービスを受けながら暮らし続ける



サービス付き高齢者向け住宅整備事業の概要
令和２年度予算：250億円の内数

　「サービス付き高齢者向け住宅」として登録
○ 高齢者住まい法に規定する「サービス付き高齢者向け住宅」として10年以上

登録すること

　その他の要件
○ 入居者の家賃の額が、近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないように

定められていること

○ 入居者からの家賃等の徴収方法が、前払いによるものに限定されていないこ
と

○ 事業に要する資金の調達が確実であること

○ 市町村のまちづくり方針と整合していること

○ 運営情報の提供を行うこと

○ サービス付き高齢者向け住宅の入居者が、任意の事業者による介護サービ
スを利用できること

○ 情報提供システムにおいて開示している介護サービス等の内容について変
更があった場合には、速やかに情報の更新を行うこと

○ サービス付き高齢者向け住宅の運営事業者が遵守するべき事項を遵守する
旨を宣誓するとともに、その旨を情報提供システムにおいて開示すること

※　新たに補助を受けるサービス付き高齢者向け住宅については、当該住宅を整備又は運営
する事業者が、既に整備又は運営しているサービス付き高齢者向け住宅も含めて運営情
報の提供を行うことが必要。

住宅

補助率 限度額 補助対象（※１）

改修 １／３ 180万円／戸
（※２）

調査設計計画費用を補
助対象に追加（※２）

新
築

床面積30㎡以上
（かつ一定の設備完備）

１／１０

135万円／戸
住棟の全住戸数の２割
を上限に適用（※３）

床面積25㎡以上 120万円／戸

床面積25㎡未満 90万円／戸

補助率 限度額 補助対象（※１）

改修 １／３ 1,000万円／施設 ○

新
築

地域交流施設等（※２）

１／１０ 1,000万円／施設
○

介護関連施設等（※３） ×

※１　家賃30万円／月以上の住戸は補助対象外。また、事業目的の達成のために必要な

範囲を逸脱する華美又は過大な設備は補助対象外。改修は、共用部分及びバリア

フリー化に係る工事、用途変更に伴い建築基準法等の法令に適合させるために必

要となる構造・設備の改良に係る工事（高齢者住まい法上必要となる住宅設備の設

置等）に限る。

※２　限度額の引上げと補助対象の追加は、①階段室型の共同住宅を活用し、新たに共

用廊下を設置する、②戸建住宅や事務所等を活用し、用途変更に伴い建築基準法

等の法令適合のための工事が新たに必要となる、のいずれかに該当する改修が対

象。その他の改修は、新築と同じ限度額と補助対象が適用。

※３　住棟の全住戸数の２割を超える住戸の限度額は120万円／戸。ただし、入居世帯を

夫婦等に限定する場合、上限に関わらず当該住戸の補助限度額は135万円／戸。

※１　事業目的の達成のために必要な範囲を逸脱する華美又は過大な設備は補助対象

外。 
※２　地域交流施設、生活相談サービス施設、健康維持施設等で、地方公共団体など地

域との連携を行うもの。

※３　訪問介護事業所、通所介護事業所、居宅介護支援事業所等の介護関連施設、病

院、診療所、看護事業の用に供する施設。  学校を改修して整備した事例 地域交流施設のイメージ

○既存ストックの活用の推進
　・ 既存ストックを改修する場合の補助限度額：180万円／戸
　・ 新築（25㎡未満の住宅）の補助限度額：90万円／戸

○地域交流施設等の整備を推進

○既存物件を含む運営情報の提供の推進（※）　　　　　　　　　　　

予算のポイント

高齢者生活支援施設

要件 補助内容の概要赤字：今回追加する要件



サービス付き高齢者向け住宅の供給促進のための支援措置

「サービス付き高齢者向け住宅」の供給促進のため、建設・改修費に対して、国が民間事業者・医療法人・社
会福祉法人・NPO等に直接補助を行う
＜対 象＞ 登録されたサービス付き高齢者向け住宅等
＜補助額＞ 住宅 ： 新築 1/10 （上限 90・120・135万円/戸）※ 改修 1/3 （上限 180万円/戸 等）

高齢者生活支援施設※ ： 新築 1/10 、 改修 1/3 （上限 1,000万円/施設）

○サービス付き高齢者向け賃貸住宅融資

「サービス付き高齢者向け住宅」として登録を受ける賃貸住宅の建設・改良に必要な資金、又は当該賃
貸住宅とする中古住宅の購入に必要な資金を貸し付け

○住宅融資保険の対象とすることによる支援

民間金融機関が実施するサービス付き高齢者向け住宅の入居一時金に係るリバースモーゲージ型住
宅ローン（死亡時一括償還型融資）に対して、住宅融資保険の対象とすることにより支援

予
算

税
制

融
資

《（独）住宅金融支援機構が実施》

固定資産税
５年間 税額について2/3を参酌して1/2以上5/6以下の範囲内において市町村が
条例で定める割合を軽減 令和3年3月31日までに

取得等した場合に適用

不動産取得税
（家屋）課税標準から1,200万円控除/戸

（土地）家屋の床面積の２倍にあたる土地面積相当分の価格等を減額

※床面積等に応じて設定

※訪問介護事業所、通所介護事業所、居宅介護支援事業所等の介護関連施設、病院、診療所、看
護事業の用に供する施設の新築に係る整備費用を対象外とする。

《サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制》

《スマートウェルネス住宅等推進事業：令和２年度予算 ２５０億円》



不動産取得税

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の概要

①床面積： ３０㎡以上／戸（共用部分含む。一般新築特例は４０㎡以上／戸）
②戸 数： １０戸以上
③補 助： 国又は地方公共団体からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補助を受けていること
④構 造： 主要構造部が耐火構造又は準耐火構造であること 等

５年間 税額について２／３を参酌して１／２以上５／６以下の範囲内において市町村が条例で定める割合を軽減
（一般新築特例は１／２軽減）

家屋 課税標準から１２００万円控除／戸（一般新築特例と同じ）
土地 次のいずれか大きい方の金額を税額から控除（一般新築特例と同じ）

ア ： 4万5,000円（150万円×3%）
イ ： 土地の評価額／㎡× 1／2（特例負担調整措置） ×家屋の床面積の2倍（200㎡を限度）×3%

適用期限
令和３年（2021年）３月31日まで

固定資産税

要

件

①床面積： ３０㎡以上／戸（共用部分含む。一般新築特例は４０㎡以上／戸）
②戸 数： １０戸以上
③補 助： 国又は地方公共団体からサービス付き高齢者向け住宅に対する建設費補助を受けていること
④構 造： 主要構造部が耐火構造又は準耐火構造であること 等

要

件

適用期限
令和３年（2021年）３月31日まで

等

等

※平成27年４月１日から「地域決定型地方税制特例措置」（通称：わがまち特例）を導入


